
第 37 期決算公告 

 

東京都江東区東陽 7丁目 2番 18 号 

株式会社 日立オートサービス 

代表取締役社長 岡田 和也 

 

貸 　 借　  対　  照 　 表
（平成２８年３月３１日現在）

（単位：千円）

科　　　　　目 科　　　　　目 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】

18,024,624 7,953,731

35,364 290,593

168,330 24,148

3,127,102 6,854,273

59,213 184,491

717 291,715

119,915 186,916

3,806,563 43,271

1,469,931 78,320

9,262,520

32,720 10,082,436

245 65,576

△ 58,000 338,160

6,732,807 21,006

5,987,205 21,609

70,833 8,950,253

26,519 685,832

5,173 18,036,168

1,408

3,322

58,485

3,650  【純資産の部】

5,728,087 6,721,263

89,724 100,000

109,132 207,223

8,764 207,223

98,070 6,414,040

2,297 25,000

636,470 6,389,040

142,712 1,504,040

351,913 4,416,000

135,788 469,000

6,055 6,721,263

24,757,432 24,757,432

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

金　　　額

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

受 取 手 形 リ ー ス 債 務

売 掛 金 未 払 金

商 品 未 払 消 費 税 等

貯 蔵 品 未 払 費 用

繰 延 税 金 資 産 前 受 金

預 け 金 預 り 金

未 収 入 金 そ の 他

リ ー ス 投 資 資 産

前 払 費 用

そ の 他

固 定 負 債

リ ー ス 債 務

固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 金

有 形 固 定 資 産

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

建 物

預 り 保 証 金

貸 倒 引 当 金

構 築 物

長 期 未 払 金

機 械 及 び 装 置

繰 延 税 金 負 債

車 両 運 搬 具

負 債 合 計

株 主 資 本

借 地 権

資 本 金

そ の 他

工 具 、 器 具 及 び 備 品

建 設 仮 勘 定

営 業 用 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

利 益 剰 余 金

差 入 保 証 金

利 益 準 備 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他 利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

資 本 剰 余 金

そ の 他 の 資 本 剰 余 金

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

土 地

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

前 払 年 金 費 用

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 純 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損 　益 　計 　算　 書

自 平成２７年　４月　１日

至 平成２８年　３月３１日

（単位：千円）

科　　目 金　　　　　　額

14,415,258

12,674,051

1,741,206

447,444

1,293,761

1,743

983 2,726

178,747

2,263 181,011

1,115,477

1,716,458 1,716,458

396 396

2,831,538

122,000

880,628

1,828,910

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

当 期 純 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額



個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

  １．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

       たな卸資産･･････････････移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

                               簿価切下げの方法により算定しております） 

  

 ２．固定資産の減価償却の方法 

    （１）有形固定資産（リース資産を除く）･････定額法 

    （２）無形固定資産（リース資産を除く）･････定額法 

    （３）リース資産 

          所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

           リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

           なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリース取引開始日が平成 20年 3月 31 日 

           以前のリース取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 ３．引当金の計上基準 

    （１）貸倒引当金は期末債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

           懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており 

           ます。 

    （２）退職給付引当金 

           従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額 

           に基づき計上しております。 

           ①退職給付見込額の期間帰属方法 

             退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法 

             については、給付算定式基準によっております。 

           ②数理計算上の差異の費用処理方法 

             数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間（11～18 年）による定 

             額法により、翌事業年度から費用処理しております。なお、当事業年度において認識すべき 

             年金資産が退職給付債務から未認識数理計算上の差異を控除した額を超過するため、前払年 

             金費用として、投資その他の資産に計上しております。 

    （３）役員退職慰労引当金は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上 

          しております。 

 

４．消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方法によっております。 

 

     


